
第 ２ ７ ３ 回 鳥 取 県 内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 

議 事 次 第 

 

日時 平成３０年４月１９日（木） 午後１時３０分から     
場所 ホテルセントパレス倉吉 ウインザーサウス 
 

 

 １ 開  会 

 

 ２ 挨    拶 

 

 ３ 議事録署名人の指名 

 

 ４ 議  事 
（１）漁業権切替えに係る漁場計画（案）について（諮問） 

 （２）公聴会の開催計画について 
 
 ５ そ の 他 

 
 ６ 閉  会 



第２７３回鳥取県内水面漁場管理委員会出席者名簿 

＜委員会＞      （任期：平成 28 年 12 月 1 日～平成 32 年 11 月 30 日） 
区分 氏名 所属等 備考 出欠 
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東郷湖漁業協同組合 理事   

遊漁者代表 
（２名） 安藤

あんどう

 重敏
しげとし

 
前湖南学園校長、 
元鳥取県立博物館副館長、 
国土交通省環境アドバイザー 

会長  

水谷
すいたに
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元関金小学校非常勤職員   

学識経験 
 
（３名） 
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み

紀子
き こ

 
元米子高校非常勤講師   

西本
にしもと

 ゆかり 
天神川漁業協同組合職員   

番
ばん

原
ばら

 昌子
ま さ こ

 
環境省中国四国地方環境事務所 
大山隠岐国立公園管理事務所 
自然保護官補佐 

  

 
〈鳥取県〉 

所属 職名 氏名 

鳥取県農林水産部水産振興局水産課漁業調整担当 係 長 丹下 菜穂子 

鳥取県栽培漁業センター 研究員 田中 靖 
 

〈委員会事務局〉 

 

 

役職 氏名 備考 
事務局長 平野 誠師 鳥取県農林水産部水産振興局水産課 課長 
次 長 石原 幸雄 鳥取県農林水産部水産振興局水産課 課長補佐 
書 記 高橋 健太 鳥取県農林水産部水産振興局水産課漁業調整担当 主事 
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鳥取県内水面漁場計画（案）

平成３０年４月

鳥 取 県
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１ 公示番号 内共第４号

(１) 免許の内容たるべき事項

ア 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁業種類 漁業の名称 漁業時期

第一種共同漁業 しじみ（やまとしじみ）漁業 １月１日から 月 日まで12 31

第五種共同漁業 こい漁業

ふな漁業

うなぎ漁業

わかさぎ漁業

しらうお漁業

えび漁業

イ 漁場の位置

鳥取市

ウ 漁場の区域

鳥取市賀露町の賀露大橋の下流端から同市六反田及び金沢の金六橋下流端までの湖山川

及び湖山池

(２) 免許予定日 平成 年９月１日30

(３) 申請期間 平成 年５月 日から７月 日まで30 21 13

(４) 関係地区 鳥取市

(５) 制限又は条件

漁業生産力の向上に向け、放流量等は鳥取県内水面漁場管理委員会が毎年定める増殖目

標量を原則とする。

(６) 存続期間 平成 年９月１日から平成 年８月 日まで30 35 31



鳥取県内水面漁場管理委員会公聴会に関する取扱手続規程

（趣旨）
この規程は、漁業法第11条第４項の規定により、鳥取県内水面漁場管理委員会（以下「第１条

委員会」という。）が行う公聴会の手続に関し必要な事項を定めるものとする。

（開催の決定）
委員会において公聴会を開こうとするときは、あらかじめその決議をしなければならな第２条

い。

（会議上の拘束）
委員会は、公聴会においては討議及び表決を行わない。第３条

（日時、案件の公示）
委員会は、公聴会を開こうとするときは、その開催の期日から原則として３日前までに第４条

日時、場所及び公聴会において意見を聴こうとする案件を公示する。
２ 前項の公示は下に掲げるいずれかの方法によるものとする。
（１）県の公報に掲載
（２）掲示
３ 前項第２号の掲示の場所は、本委員会事務局及び関係市町村役場とする。

（文書の提出）
委員会は、公聴会において意見を述べようとする者（以下「公述者」という。）に、あ第５条

らかじめ発言内容の要旨等を文書で提出させることができる。

（公述者の範囲）
公聴会における公述者の範囲は、下に掲げる者とする。第６条

（１）漁業権者
（２）入漁権者
（３）漁業権漁業の経営者
（４）漁業協同組合関係者
（５）遊漁者
（６）その他利害関係のある者

（公述の機会の公平）
公聴会において意見を聴こうとする案件につき、賛成者と反対者とがあるときは、双方第７条

の公述者に発言を許さなければならない。

（公述者の発言）
公述者は、公聴会の期日に出席し、会長の許可を得て発言することができる。第８条

公述者の発言は、その意見を聴こうとする案件の範囲を超えてはならない。第９条
２ 公述者の発言が前項の範囲を超え、又は公述者に不穏当な言動があったときは、会長はそ
の発言を禁止し、又は退場を命ずることができる。

（委員の質疑）
委員会の委員は、公述者に対して質疑することができる。ただし、公述者が委員に質疑第10条

することはできない。

（代理人又は文書による公述）
公述者は、委員会の同意を得た場合には、代理人に意見を述べさせ、又は文書で意見を第11条

提出することができる。
２ 前項の規定により公述者の代理人として発言する者は、代理人であることを証する書面を
提出しなければならない。

（要領への委任）
この規定に定めるもののほか必要な事項は要領で定める。第12条

（規程の改正）
この規程の改正は、委員会の決議によって行う。第13条

附則
この規定は、平成７年５月24日から施行する。



公 聴 会 開 催 要 領 （案）

漁業法（昭和２４年法第２６７号）第１１条第４項及び第 条第４項の規定に基１ 130
づいて、免許等の事前決定に関する公聴会を次のとおり開催する。

開催日時及び場所２

日 時 場 所

平成３０年５月１７日（木） 鳥取県倉吉市大平町３６０－１

午後１時３０分から 上井公民館 視聴覚室

公述者の範囲３

（１）漁協関係者（漁業協同組合が推薦した者）

（２）鳥取県県土整備部

（３）鳥取市

（４）鳥取県釣団体協議会

（５）その他

公述にあたっての留意事項４

（１）公聴会において発言を希望する利害関係人は、住所、氏名、年齢、職業（所属又

は従事する漁業の種類）及び発言内容の要旨を記載した書面を平成３０年５月１６

日正午までに鳥取県内水面漁場管理委員会事務局に提出すること。

（２）公述時間は、１人１５分以内（漁業協同組合関係者の場合は１組合１５分以内と

し、人員は制限しない ）とする。。

この要領は、第２７３回委員会（平成３０年４月１９日）において決定し、当該公聴

会に適用する。

２



鳥取県内水面漁場管理委員会告示第 号 

漁業の免許の内容等の事前決定について知事に意見を述べるため、漁業法（昭和24年法律第267号）第11条第４

項及び第130条第４項の規定に基づき、次のとおり公聴会を開催する。 

  漁場計画案は、平成30年４月24日（火）から５月16日（水）までの間、鳥取県農林水産部水産振興局水産課（鳥

取市東町一丁目220）、鳥取県栽培漁業センター（東伯郡湯梨浜町大字石脇1166）、鳥取県境港水産事務所（境港

市昭和町９－７）及び関係市町村の市役所又は町村役場において一般の縦覧に供する。 

  平成30年４月24日 

                        鳥取県内水面漁場管理委員会会長 安  藤  重  敏   

１ 開催日時及び場所 

(１) 日時 平成30年５月17日（木）午後１時30分から 

(２) 場所 鳥取県倉吉市大平町360－１ 上井公民館 視聴覚室 

２ 案件 

  内水面における漁業の免許の内容となるべき事項、免許予定日、申請期間及び共同漁業の関係地区の事前決

定について 

３ 公述人 

    公聴会において発言を希望する利害関係人は、住所、氏名、職業（漁業に従事する者にあっては従事する漁

業の種類を含み、勤務先のある者にあっては勤務先の名称及び所在地を含む。）及び発言内容の要旨を記載し

た書面を平成30年５月16日（水）正午までに鳥取県内水面漁場管理委員会事務局（鳥取市東町一丁目220 鳥取

県農林水産部水産振興局水産課内）に提出すること。 



 

漁業権免許の内容等の事前決定に係る手続きについて 

 
漁業法（昭和二十四年十二月十五日法律第二百六十七号） 抜粋 
 
（免許の内容等の事前決定）  
第十一条  都道府県知事は、その管轄に属する水面につき、漁業上の総合利用を図り、

漁業生産力を維持発展させるためには漁業権の内容たる漁業の免許をする必要があ

り、かつ、当該漁業の免許をしても漁業調整その他公益に支障を及ぼさないと認める

ときは、当該漁業の免許について、海区漁業調整委員会の意見をきき、漁業種類、漁

場の位置及び区域、漁業時期その他免許の内容たるべき事項、免許予定日、申請期間

並びに定置漁業及び区画漁業についてはその地元地区（自然的及び社会経済的条件に

より当該漁業の漁場が属すると認められる地区をいう。）、共同漁業についてはその関

係地区を定めなければならない。  
２  都道府県知事は、海区漁業調整委員会の意見をきいて、前項の規定により定めた

免許の内容たるべき事項、免許予定日、申請期間又は地元地区若しくは関係地区を変

更することができる。  
３  海区漁業調整委員会は、都道府県知事に対し、第一項の規定により免許の内容た

るべき事項、免許予定日、申請期間及び地元地区又は関係地区を定めるべき旨の意見

を述べることができる。  
４  海区漁業調整委員会は、前三項の意見を述べようとするときは、あらかじめ、期

日及び場所を公示して公聴会を開き、利害関係人の意見をきかなければならない。  
５  第一項又は第二項の規定により免許の内容たるべき事項、免許予定日、申請期間

及び地元地区若しくは関係地区を定め、又はこれを変更したときは、都道府県知事は、

これを公示しなければならない。  
６  農林水産大臣は、都道府県の区域を超えた広域的な見地から、水産動植物の繁殖

保護を図り、漁業権又は入漁権の行使を適切にし、漁場の使用に関する紛争の防止又

は解決を図り、その他漁業調整のために特に必要があると認めるときは、都道府県知

事に対し、第一項又は第二項の規定により免許の内容たるべき事項、免許予定日、申

請期間及び地元地区若しくは関係地区を定め、又はこれを変更すべきことを指示する

ことができる。 
 
（内水面漁場管理委員会） 
第百三十条 都道府県知事は内水面漁場管理委員会を置く。 
２ 内水面漁場管理委員会は、都道府県知事の監督に属する。 
３ 内水面漁場管理委員会は、当該都道府県の区域内に存する内水面における水産動植

物の採捕及び増殖に関する事項を処理する。 
４ この法律の規定による海区漁業調整委員会の権限は、内水面における漁業に関して

は、内水面漁場管理委員会が行う。 


